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調査結果要約表 

１．案件の概要 

国名： カンボジア王国 案件名：REDD+戦略政策実施支援プロジェクト 

    （略称：CAM-REDD） 

分野：自然環境保全 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：地球環境部森林・自然環境保全第一課 協力金額（～2014 年 3 月）：252,037 千円 

(R/D):2011 年 5 月 27 日 

協力期間：2011 年 6 月 1 日～2016 年 5 月 31 日 

先方関係機関：カンボジア農林水産省森林局 

日本側協力機関名：林野庁 

他の関連協力： 

１－１ 協力の背景と概要 

カンボジア王国（以下、「カンボジア」と記す）政府は「カンボジア気候変動戦略計画（2014 年～2023

年）」を 2013 年 11 月に公式発表しており、これは現行の政策の相乗効果を高め、気候変動関連の幅広

い問題（適応、緩和、低炭素開発等）をまとめるものとして機能している。開発途上国における森林減

少・劣化等に由来する排出の削減等（REDD+）の推進は本計画のうち「主要生態系、生物多様性、保護

区、及び文化遺産サイトにおける気候変動からの回復力を高める」という戦略の主要手段として挙げら

れている。 

2010 年 9 月に承認された国家 REDD+ロードマップ作成に伴い、従来の国際社会による森林保護やコミ

ュニティフォレストリーへの支援に加え、国連森林減少・劣化に起因する温暖化ガスの排出とその抑制

方策計画（UN-REDD）や森林炭素パートナーシップ基金 (FCPF) などがカンボジア政府のロードマップ

実施に対する支援を表明した。2010 年のカンボジア政府から日本政府への協力要請を受け、日本による

本ロードマップを支援する枠組みが協力期間 5 年の CAM-REDD プロジェクトとして合意され、2011 年 5

月 27 日に討議議事録（R/D）が両国により署名、2011 年 6 月 1 日より実施されている。カンボジア国家

REDD+タスクフォースが未発足のなか、森林局主催の気候変動及び REDD+委員会（FACCC）において、

同委員会が CAM-REDD の暫定的合同調整委員会（JCC）となることが決定された。 

2012 年 12 月に CAM-REDD の JCC として開催された第 3 回 FACCC 会合では、プロジェクト・デザイ

ン・マトリックス（PDM）と活動計画（PO）の修正が承認された。この PDM/PO は今後承認される予定

であるカンボジア国家 REDD+タスクフォースの多年度行動計画（multi-year work plan）の基礎となるも

のであり、この多年度行動計画にそって、UN-REDD、CAM-REDD、FCPF、米国国際開発庁（USAID）

による森林及び生物多様性プロジェクト支援/アジアの森林における排出削減プログラム (Supporting 

Forests and Biodiversity project on Lowering Emissions in Asia’s Forests：SFB/LEAF)等の REDD+支援枠組みが

活動を進める予定である。  

 

１－２ 協力内容 

本プロジェクトはカンボジア森林局職員〔カウンターパート（C/P）チーム〕と日本側の森林局政策ア

ドバイザーチーム (TA/DG-FA1) 及び計測・報告・検証（MRV）/参照排出レベル（REL）技術支援チー

                                                      
1 TA/DG-FA は JICA 専門家とカンボジア側職員により構成されており、プロジェクト及び国家 REDD+プロセスの 4 つの成果へ
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ム (JICA TA Team2) により実施運営されている。プロジェクトは、その他の REDD+支援枠組みとともに、

カンボジア政府関係省庁が共同実施する国家 REDD+プロセスを支援している。  

（１） 上位目標：REDD+実施の経験に基づき、気候変動の緩和策として持続可能な森林経営が推進さ

れる 

（２） プロジェクト目標：REDD+の戦略と政策の実施が円滑に行われるように関係者（ステークホル

ダー）の能力が強化される 

（３）成果： 

１）国家ロードマップに準じた REDD+の準備プロセス(REDD+ Readiness Process) と関係者（ステーク

ホルダー）の関与のための効果的な国レベルの管理体制構築を支援する。 

２）国レベルの REDD+戦略策定と実施枠組みの整備を支援する。 

３）プロジェクトレベルと準国レベルの REDD+実施能力向上を支援する。 

４）森林炭素量のモニタリングシステムと参照レベル/参照排出レベル（RLs/RELs）の設計と実施能力

向上を支援する。 

 

（４）投入（2013 年 12 月末現在） 

日本側： 

専門家派遣  長期専門家 2 名、短期専門家 6 名 

本邦研修   8 名 

資機材供与  建築資材やコンピュータなど合計 0.38 億円 

現地業務費  1.3 億円 

カンボジア側： 

C/P の配置    森林局職員 19 名（及び 3 名のプロジェクトスタッフ） 

ﾛｰｶﾙｺｽﾄ      予算措置なし 

施設提供     森林局内執務室、光熱費、会議室、備品等 

２．中間レビュー調査団の概要 

調査団 調査団員数 4 名 

(1)総括  宮薗浩樹 JICA 国際協力専門員 

(2)森林政策/REDD+ 川原総 林野庁国際森林減少対策調整官 

(3)評価計画 平知子 JICA 地球環境部森林・自然環境保全第一課 企画役 

(4)評価分析 瀧本麻子  日本工営（株）〔グローバル・リンク・マネジメント(株)〕

調査期間 2014 年 2 月 2 日～2014 年 2 月 21 日 評価種類：中間レビュー調査 

３．評価結果の概要 

３－１実績の確認 

（１） プロジェクト目標の達成見込み 

現在、REDD+プロセスの実施体制や意思決定機関としての国家 REDD+タスクフォースやその事務

局が設立され、能力向上の過程にある。これらの仕組みの下で、政策・法制度が協議され策定されて

                                                                                                                                                                      
の技術支援を行っている。 
2 JICA TA Team は MRV と REL に関する技術的支援を行うことを主要業務とする。 
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いく予定である。現存する政策・法制度の改訂についても REDD+プロセスの実施体制が今後強化され

るなかで協議されていく予定である。プロジェクト計画段階ではプロジェクト目標を達成するために

必要な政策/戦略が明確には判明していなかったが、現在はほとんどの関係者がおのおのの足並みを揃

えるための統一した道標として、国家 REDD+戦略が必要であると考えている。そのためにはプロジェ

クト目標の指標は国家 REDD+戦略の策定に基づいたものに変更する必要があると判明した。 

  

（２）  各成果の達成状況 

成果 1：タスクフォース事務局は 2012 年半ばに設置されたが、タスクフォース自体とコンサルテーシ

ョングループの設置にはプロジェクト開始後およそ 2 年を要し、初回会合が行われたのは 2013 年 9 月

であった。タスクフォース設置とその業務内容についての協議は、2013 年の年間をとおして行われた。

TA/DG-FA は暫定タスクフォースの主要メンバーとして、暫定事務局を組織し、事務局とタスクフォ

ースの設置を支援した。Cambodia REDD+のウェブサイトはタスクフォース事務局監修の下で作成され 

(http://www.cambodia-redd.org/)、カンボジア国家 REDD+プロセス、さまざまな支援枠組み、関係諸機

関の情報やイベントスケジュールなどが掲載されている。CAM-REDD もプロジェクト情報を当該ウェ

ブサイトに提供している。タスクフォース/事務局/コンサルテーショングループの設置はカンボジアが

国家 REDD+プロセスを進展させていく基盤となる重要な成果といえる。実施中の啓発活動については

事務局中心に引き続き実施されるが、CAM-REDD の成果に関する活動はほぼ終了したといえる。 

成果 2：森林局の初期 REDD+戦略は国家森林計画(NFP)のプログラム 6 の中で作成済みである。環境

省の REDD+戦略は UN-REDD、USAID の財政支援、及び TA/DG-FA の助言を基に準備段階にある。水

産局については現在まだ REDD+に対する基本的な理解を深める段階のため、戦略の策定に関する協議

が進展していない。また、REDD+セーフガードに係る非公式のグループが政府職員、事務局、

UN-REDD、TA/DG-FA により結成され、現在の国際/国内レベルの関係情報をまとめたセーフガードの

技術報告書の最終化に取り組んでいる。タスクフォースと事務局の設置が当初の計画から大幅に遅れ

たことから、成果 2 に関する多くの活動は遅延を余儀なくされている。タスクフォースとその下に設

置された REDD+に関する 4 つの技術グループ（コンサルテーションとセーフガード、利益分配、REDD+

プロジェクト、MRV/REL）の初回会合は 2014 年 1 月に開催されており、今後は成果 2 の達成に向け、

より高い頻度で開催されていく予定である。国家 REDD+ロードマップが策定された当時は、関係者間

でも国家 REDD+戦略に関し、設計方法、構成要素、策定時期等について明確な合意がなく、本成果の

指標が曖昧なものになった。しかし、これら懸案事項は CAM-REDD がここまで 2 年半以上にわたり

活動していくなかで、次第に明らかになってきている。これを受け、プロジェクト終了時に向けて、

現在までの REDD+プロセスの状況・条件を反映した指標に改正していくことが必要と判明した。 

成果 3：政府内で REDD+実施に関わる省庁（森林局、水産局、環境省等）や REDD+支援枠組み、そ

して REDD+パイロットサイトにおける活動の種類はそれぞれ多種多様である。TA/DG-FA は 3 つの

REDD+パイロットプロジェクト、5 つの保護林、1 つの保全地域、1 つの浸水林、1 つのマングローブ

林、及び保護林に移行中の 2 つの生産林の森林管理活動を技術的、財政的に支援している。技術的支

援は REDD+フィージビリティ・スタディ（F/S）の実施、自主的な取り組みの炭素クレジット基準へ

の登録支援などを含み、財政的支援は森林官の活動に要する備品整備や政府職員が現場に行くための

旅費等を含む。CAM-REDD は上記 13 のパイロットサイトにおいて、REDD+実施者（政府省庁、NGO、

村落住民等）と協力しながら支援を行ってきた。一方で、これらのさまざまな森林管理に関する活動
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（REDD+実施活動を含む）は、それぞれの最終目標が関係者間で広く共有されていない部分があり、

これが現在の曖昧な指標の原因となっている。気候変動枠組み条約第 19 回締約国会議

（UNFCCC-COP19）（2013 年 11 月）における REDD+に関する決定や準国レベルでの活動に関する協

議の進展を反映し、成果 3 指標は修正されることが望ましい。  

成果 4：RL/REL 開発の技術的協議は、2014 年 1 月に MRV/REL の技術チームが関係省庁により設立さ

れたことで、開始されたばかりである。カンボジアの状況に適した森林被覆モニタリングを準備する

ために、JICA TA チームは衛星画像、リモートセンシング、地理情報システム（GIS）などの基礎研修

を森林局や水産局の職員に実施した（環境省への研修については実施計画を協議中）。同チームは森林

局職員がその他の REDD+支援枠組みから提供された炭素インベントリーやモニタリング方法などに

ついて実効性を判断するための技術的助言も行っている。森林局から提供されたデータ・情報を基に、

JICA TA チームは現存する森林インベントリーデータや樹木の相対成長式がどれくらい実際的な利用

価値があるかについての分析を行い、将来的な国家森林インベントリー(NFI)の計画についてのワーキ

ングペーパーを作成した。国連食糧農業機関（FAO）も NFI の設計に関して森林局を支援しており、

JICA TA チームは調査結果を FAO と共有し、森林局職員と今後の方針について合同で協議を行ってい

る。成果 4 に関する活動はタスクフォース下の MRV/REL 技術チーム設立の遅延により、大幅な遅延

を余儀なくされている。2014 年 1 月の当該技術チームの初回会合を受け、今後 MRV/REL に関する協

議の進行が早まることが期待されている。一方で、UNFCCC-COP19 では MRV/REL に関し主要な懸案

事項について合意されたため、UNFCCC への報告の必要条件やスケジュールがかなり明確になった。

これを受け、成果の指標の変更を現時点で行うことが望ましい。  

 

３－２ 評価結果の要約 

（１） 妥当性 

 妥当性は高い。 

政策面では、REDD+推進はカンボジアの気候変動政策全体のなかでも主要なコンポーネントであ

る。また、国家 REDD+ ロードマッププロセスは、複数の政府関係省庁の合意の元に形成されており、

プロジェクトはそのロードマップに準じている。したがって、プロジェクトはカンボジアの国家政策

や利益との関連性が高いといえる。また、カンボジアは JICA の REDD+支援の重点国でもある。REDD+

準備プロセスにはさまざまな種類の支援が必要であり、CAM-REDD は他の支援フレームワークと計画

段階から協議を重ね、森林局が REDD+実施のために必要な能力向上支援を的確に実施している。現場

レベルでは、多種多様な森林を有する 13 のパイロットサイトで、REDD+に必要な活動の実施支援を

行い、現場の能力向上及び経験の蓄積が進んでいる。現段階で、プロジェクトが上位目標の達成に明

確に貢献できるかどうかを判断するのは時期尚早だが、プロジェクトの活動はすでにカンボジアの

REDD+プロセスの発展に貢献していることは間違いないといえる。  

 

（２） 有効性  

 有効性は比較的高い。 

PDM の指標や活動の一部にはかなり曖昧なものがあり、プロジェクト終了時に達成度を評価するこ

とが困難なため修正を必要とするが、プロジェクト目標の根幹である「関係者の能力向上」は、これ

までのプロジェクトの進捗状況と現在進行中の活動から見て、達成される見込みが高い。プロジェク
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ト前半期間が終了した時点で、活動の一部には遅延が生じているが、TA/DG-FA チームや JICA TA チ

ームはカンボジア政府の REDD+実施の要となる人材のトレーニングに時間と労力を費やしており、

REDD+実施のための基盤は整いつつある。  

 

（３） 効率性  

 効率性は比較的高い。 

組織的な整備（成果 1 の達成による）が遅延したため、プロジェクト活動の一部は修正・変更を余

儀なくされた。その意味で、遅延の原因自体は本プロジェクトがコントロールできるものではなかっ

たが、プロジェクトの前半期間の支出が常に効率的であったとは言い難い。一方、タスクフォース事

務局と TA/DG-FA はさまざまな REDD+関係者とそれぞれの活動に重複がなく、お互い補完しあうもの

になるよう、頻繁に協議を重ねてきた。これらの対話は予算の効率的な執行に貢献しており、また、

CAM-REDD の予算配置は現場レベルの要求に迅速に応じる点で他の支援枠組みなどから評価をされ

ている。これは限られた予算の中で、本プロジェクトの国家 REDD+プロセスへの貢献度を上げる意味

で大変有効な方法である。また、他支援枠組みと同じロードマップの下で活動することにより、緊密

な相乗効果が期待でき、それにより大きな目標が達成出来るという意味でも効率性は高いといえる。

 

（４） インパクト  

 インパクトは高い。 

タスクフォースとコンサルテーショングループが設立されたことにより、複数のステークホルダー

（政府関係者、ドナー、NGO 等）が一同に会することができる場がつくられた。これはカンボジアの

森林セクターにとって画期的な組織上の発展である。これら会合に出席することが関係省庁の職員た

ちの意識改革につながり、REDD+という新しいコンセプトをカンボジア政府全体が理解し、行動を起

こしていくための重要な場になっている。国際 REDD+交渉プロセスはまだ不透明な部分が残るものの

（特に資金メカニズム）、カンボジアの REDD+のプロセスは確実に進展しているといえる。 

 

（５） 持続性 

 予測するには時期尚早。 

プロジェクトの全体的な持続性は「予測するには時期尚早」と判断された。政策レベルでは、タス

クフォースの会合を通じて、REDD+のために必要な政策・法制度の開発が進行することが期待される。

ただし、タスクフォース会合は現在まで、活発な活動を開始していないため、今後の REDD+政策や政

治レベルでの支援の持続性について現時点では判断が難しい。主要な関係省庁（森林局、水産局、及

び環境省）はそれぞれ国家 REDD+プロセス実施に意欲を見せており、組織的な支援は今後も持続する

と考えられる。しかし、人的配置については問題が残っている。財政的支援については、今後少なく

とも数年は、CAM-REDD やその他ドナーのコミットメントにより継続の保証がされているが、それら

の支援枠組みが 2016 年前後で終了した後に関しては、REDD+資金メカニズムが国際的にあるいは二

国間で設立されるか、またどのように設立されるかによって状況が変わってくるとみられる。また、

それら資金メカニズムがカンボジアに適用され得るかにもよる。技術的持続性についてはまだ関係省

庁への技術研修を実施し始めた段階にあるため、今後の展望を判断することは難しい。しかし、国際

的に通用するレベルの MRV を実施し、RL/REL を設置するに十分な数の人材をカンボジアで教育する
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には、かなりの年月を必要とする。技術面のキャパシティビルディングに必要な期間については成果 4

の活動がまだ本格的に開始していない現時点で推定するのは非常に困難である。  

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（１）カンボジア政府のさまざまな支援枠組みを調整する当事者意識：REDD+のポテンシャルが高い多

くの国々ではさまざまなタイプの支援を国内外で受けているが、これらの支援は往々にして異なる目

標を持っていたり、それぞれの活動が重複、あるいは相反する結果を目指していることがある。カン

ボジア政府はこのような問題を避けるべく、すべての支援枠組みを 1 つの包括的枠組み（国家 REDD+

ロードマップ）の下で調整してきた。この調整作業はかなりの労力を要するが、それゆえカンボジア

ではさまざまな支援枠組みが比較的円滑な協力体制を築けており、他の REDD+国に比べて優位性が高

いといえる。長期的には、この努力がさまざまな支援の有効活用につながっていくと考えられる。 

（２）柔軟な仕組みと適切な予算配置：本プロジェクトは、柔軟で適切な財政面の支援を行っていると

して、カンボジア政府と他支援枠組みより、高く評価されている。カンボジ側ではさまざまな REDD+

支援が展開されているが、それぞれの活動の間をつなぐ予算が不足する問題が常に存在している。

REDD+支援のプロジェクトやプログラムは予算支出に詳細なルールが適用されていることが多く、不

測の事態に対応するような予算配当が困難なことが多い。CAM-REDD は予算の柔軟性を出来る限り確

保する努力をして、さまざまな支援枠組み同士のギャップをつなぎ、効果的・効率的に全体の目標で

ある国家 REDD+プロセスに貢献できるよう働きかけている。  

（３）着実なアプローチ：本プロジェクト活動は計画段階では予期し得なかったさまざまな困難により

遅延を余儀なくされている部分がある。しかし、日本人専門家（TA/DG-FA チーム及び JICA TA チーム）

を含めた CAM-REDD のメンバーは関係者と根気よく協議を続け、活動の順序や項目を変更するなど柔

軟に解決策を模索している。遅延の理由の大半はプロジェクト側でコントロールできないものの、プ

ロジェクト自体の運営努力によって、多くの問題に対応しているといえる。カンボジア側と日本側の

プロジェクトメンバーの連携・協力体制が堅固なことはカンボジア政府関係者やその他の支援枠組み

関係者も認めるところである。  

（４）堅実な技術支援：本プロジェクトの重点の 1 つが成果 4（MRV/REL システムの開発）への貢献で

ある。この分野は非常に高度な技術が必要とされ、JICA TA チームは彼らの森林炭素モニタリングに関

する GIS やリモートセンシングの豊富な知見を基に、森林局職員に着実な技術支援を行っている。ま

た、JICA TA チームは UN-REDD の当該技術支援チーム（FAO が担当）とも密接に連携しながら活動

を実施しており、森林局職員が成果 4 に関する活動で実現可能な意思決定を行えるよう支援を続けて

いる。  

（５）国家森林プログラム（NFP）との強固な連携：REDD+は有効な政策の上で初めて実施可能であり、

カンボジアの場合、REDD+プロセスが NFP と関連づけられていることが極めて重要である。本プロジ

ェクトのチーフアドバイザーが森林局長への政策アドバイザー（TA/DG-FA）を兼務しているという現

状は、プロジェクトがカンボジアの森林セクター全体的な視点を持つことを可能にし、NFP との関係

性を強化できる意味で極めて有効であるといえる。  

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（１）政治的プロセスの遅延：REDD+タスクフォースと事務局の設立は当初計画から大幅に遅延した。
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これは主にカンボジア政府の政治的環境の不備や REDD+プロセスへの不十分な理解などから、すべて

の REDD+ Readiness に係る支援を受け入れる準備が整っていなかったためと判明した。CAM-REDD は

他の支援枠組みとともにこの根本的問題に対処し続けており、状況は 2013 年末の時点でかなりの改善

が見られている。タスクフォースが今後活動を活発化していくなかで、政治面での能力向上も期待さ

れ、意思決定もより迅速に行われることが期待されている。 

 

（２）関係者間の連携の困難：REDD+の関連分野は多岐にわたるため、関係者もさまざまである。基本

的には森林セクターの問題であり、森林局が重要な役割を持つものの、それ以外にも主要な役割を持

つ省庁が複数存在する。しかし、すべての政府省庁が国家 REDD+ロードマップとそのタスクフォース

/事務局について同じ見解を持っているわけではないうえに、ロードマップの正当性に関する法的な理

解やその役割、REDD+における関心事項についても省庁ごとに大きな違いがある。タスクフォースの

メンバーは関係各省庁からの代表で構成されているが、REDD+に関して不十分な、あるいは異なる理

解が多くみられる。事務局のメンバーでさえ、見解に相違が見られ、REDD+支援枠組みの一部からは

事務局とのコミュニケーションや連携が困難だという声があった。  

 

（３）人的資源と能力の不足：もう 1 つの大きな阻害要因としては、カンボジア政府の人事管理の問題

が挙げられる。首都プノンペンの生活費は年々増加の一途を辿っている一方で、公務員の給与体系は

まったくその変化に対応していない。結果として、公務員の給与で家族の生活費を賄うことができず、

ほとんどの職員が外部で別の仕事を持つことを余儀なくされている。これにより、職員が本プロジェ

クトに配置されていても、REDD+プロセスに実際に従事できる彼らの時間や努力は非常に限られたも

のになってしまっている。この問題が解決されない限り、カンボジア政府側からの人的配置は不十分

なままであり、職員の能力向上に関する十分な活動の実施は困難である。  

 

３－５ 結論 

合同レビュー調査団は国家 REDD+プロセスが当初計画より遅延はあるものの、そのプロセス自体の進

展に CAM-REDD が着実に貢献していることを確認した。REDD+準備プロセスとして、成果 1 の達成は

意義深い進展であるといえる。また、成果 3 に資する活動として、本プロジェクトがさまざまな現場で

の REDD+実証活動を支援する重要な役割を担っていることは他ドナーがあまり支援していない領域で

もあり、注目に値する。本プロジェクトはまた、成果 2 と 4 の達成のための基盤整備にも貢献しており、

今後活動が活発化することが期待される。  

合同レビュー調査団は統一された国家 REDD+ロードマッププロセスの下、他支援枠組みと密接に協力

して支援するという CAM-REDD の実施体制が、REDD+準備プロセスを支援する上で効果的かつ効率的

であるという結論に達した。しかしプロジェクト期間の半ばを過ぎた現在、現行 PDM の活動と指標の一

部は現実的なものではないことも判明した。国家 REDD+プロセスの進展や REDD+交渉、UNFCCC への

締約国の報告義務などの環境の発展をかんがみ、PDM の修正が必要である。それに伴いプロジェクトの

関係者の役割と責任についても再度定義する必要がある。  

 

３－６ 提言と教訓 

３－６－１ カンボジア政府への提言 
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（１）国家 REDD+プロセスのためのカンボジア側の責任意識と運営能力の強化：タスクフォースと事

務局はそれぞれ REDD+活動を調整するための政府組織であるが、それらの役割と責任については事

務局のスタッフ間ですら理解が広く行きわたっていない。これにより関係者と多数の支援枠組みの連

携に問題が生じたという意見が見られた。タスクフォースと事務局の能力を更に強化するには、政府

のより強力なリーダーシップが不可欠である。これには関係各省庁がより円滑な意思疎通を図ること

や、REDD+に関して共通の認識を持つことなども含まれる。特にタスクフォース会合は、今後より

頻繁に開催されるべきであり（中心メンバーによる非公式の会合を含む）、事務局はすべての支援枠

組みとより密に協調していくべきである。  

（２）実証活動の相乗効果を最大化する：REDD+準備段階で現場での REDD+活動の実施を通して経

験を蓄積することは非常に重要である。限られた予算のなかで本活動の成果を最大限に活用するに

は、現場活動を実施している省庁がお互いの経験を共有し、全体としての目標を合同で設定していく

ことが必要である。NGO などこれまでに協力しているパートナー組織との更なる連携も図られてい

くべきである。  

（３）MRV/REL 関連の情報・データ管理の改善：国際的な REDD+財政支援を受けるために必要な精

度の MRV/REL メカニズムを開発するには、データ管理の透明性と信頼性が非常に重要である。地理

データの管理及び共有は大変困難な課題だが、政府はこの問題の重要性を理解し、関係省庁間の情報

共有のためのメカニズム構築に関する協議を速やかに開始することが望ましい。  

（４）カンボジア国家REDD+戦略の開発：国家REDD+ロードマッププロセスの実施を通して有用な経

験が蓄積され、REDD+をカンボジアで推進するにあたっての重要な課題についても明確になってき

た。カンボジア政府が次のステップに進み、UNFCCC-COPでの最新の決定事項に準ずるためには、

国家REDD+戦略をロードマップの4つの成果を踏まえて策定する必要がある。  

（５）UNFCCCの決定に従った関係書類の提出：UNFCCC-COPの決定事項によると、締約国はREDD+

プロセスの進展を報告し、将来的に結果ベースの支払いシステムに資格を有するために、Biennial 

Update Reports (BUR)を含むいくつかのレポートを提出しなければならない。この必要条件を満たすた

めには、カンボジア政府がこれらのレポートの準備を始めることが必要であり、その中には温暖化ガ

スの計測に加え、a) 森林減少、劣化の要因の評価、及びそれらに対応するための政策と方法論、b) 環

境・社会的セーフガードの現状、c) 国家森林モニタリングのデザイン、d) 国家（と準国家）REL/RL、

e) MRV、f) 必要な財源、といった項目を加えるべきである。 

 

３－６－２ プロジェクトへの提言 

（１）PDM 修正：合同レビュー調査団は PDM 修正、特にプロジェクト終了時の評価のために指標の

修正が必要であることを提言する。現時点で修正が必要となった理由としては、以下が挙げられる。

1) カンボジア政府側にREDD+の主要な実施枠組みが設立された。  

2) 国家REDD+タスクフォースにおいて、初期の多年度ワークプランが採用される見込みであ

る。 

3) 国家REDD+戦略など現行のPDMでは明記されていない主要な成果が明確化された。 

4) CAM-REDDの役割が明確化された。 

（２）プロジェクトが蓄積した経験についての情報共有の強化 

合同レビュー調査団は他支援枠組みと共に活動する CAM-REDD の実施体制を極めて効果的と認
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め、この経験を他国の REDD+支援枠組みを含め、カンボジア国内外に広く共有することを推奨する。

 

３－６－３ 教訓 

現在あるいは将来類似案件を実施する際に参考になると思われる、本プロジェクトから得られた教

訓は以下のとおりである。 

  

（１）相手国政府のオーナーシップと政府内外関係者間の調整の重要性 

REDD+は森林セクターのみならず、クロスセクトラルな取組みであることから関係する政府内外

の機関間の調整が必須となる。また、REDD+のポテンシャルの高い国では、関心を有する幅広い援

助機関が支援を実施しているが、支援の目標、ターゲット、時期等が様々であり、一方では、各々

の活動が重複している場合も多い。そのため、政府、NGO、ドナー等多様なステークホルダー共通

のプラットフォームとなる REDD+に係る政府戦略（国家 REDD+ロードマップ）を明確にし、関連

する支援については、同プラットフォームの下で調整を図ることにより、様々な支援枠組みが連携

の上、効果的な協力を実施することが可能となる。また、相互の協力体制を築くことができること

から、関係者間の情報共有が図られ、効率的な協力の実施にも繋がると言える。 

 

（２）国家森林政策との連携 

REDD+は有効な政策（NFP）として位置づけられることにより実施可能であり、同位置づけが極

めて重要である。JICA の支援体制としても、政策全般の支援を担当している政策アドバイザーと、

同政策に位置づけられている REDD+を推進するためのプロジェクトを担当するチーフアドバイザ

ーが連携（兼務）することにより、森林セクター全体的な視点を持ったプロジェクトの実施が可能

となり、政策との関係性が強化され、現地ニーズに即した柔軟な協力の展開が可能になると言える。

 

（３）オールジャパンでの取組みの重要性 

カンボジアにおける REDD+については、JICA のみならず、外務省による無償資金協力、日本の

NGO、森林総合研究所など多くの日本の機関が支援を行っているところである。それらの支援につ

いては、CAM-REDD のチーフアドバイザーが中心となって、円滑な実施のための側面的サポートや

必要な調整を行うことで、オールジャパンでの取組みが図られやすい状況となっており、他国や類

似案件にとっても参考となるものである。 
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第１章 案件の概要 

 

１－１ 協力の背景と概要 

カンボジア王国（以下、「カンボジア」と記す）政府は「カンボジア気候変動戦略計画（2014

年～2023 年）」を 2013 年 11 月に公式発表しており、これは現行の政策の相乗効果を高め、

気候変動関連の幅広い問題（適応、緩和、低炭素開発等）をまとめるものとして機能して

いる。開発途上国における森林減少・劣化等に由来する排出の削減等（Reducing Emissions 

from Deforestation and Forest Degradation in developing countries; and the role of conservation, 

sustainable management of forests and enhancement of forest carbon stocks in developing 

countries：REDD+）の推進は本計画のうち「主要生態系、生物多様性、保護区、及び文化遺

産サイトにおける気候変動からの回復力を高める」という戦略の主要手段として挙げられ

ている。 

2010 年 9 月に承認された国家 REDD+ロードマップ作成に伴い、従来の国際社会による森

林保護やコミュニティフォレストリーへの支援に加え、国連森林減少・劣化に起因する温

暖化ガスの排出とその抑制方策計画（United Nations Collaborative Programme on Reducing 

Emissions from Deforestation and Forest Degradation in Developing Countries：UN-REDD）や森

林炭素パートナーシップ基金（Forest Carbon Partnership Facility：FCPF）などがカンボジア

政府のロードマップ実施に対する支援を表明した。また、カンボジア政府におけるロード

マップの実施体制については合同レビュー報告書の Annex IV のように設計されている。

2010 年のカンボジア政府から日本政府への協力要請を受け、日本による本ロードマップを

支援する枠組みが協力期間 5 年の REDD+戦略政策実施支援プロジェクト（以下、

「CAM-REDD」と記す）として合意され、2011 年 5 月 27 日に討議議事録（Record of 

Discussions：R/D）が両国により署名、2011 年 6 月 1 日より実施されている。カンボジア国

家 REDD+タスクフォースが未発足のなか、森林局主催の気候変動及び REDD+委員会

（Forestry Administration’s Climate Change and REDD+ Committee：FACCC）において、同委

員会が CAM-REDD の暫定的合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）となるこ

とが決定された。 

2012 年 12 月に CAM-REDD の JCC として開催された第 3 回 FACCC 会合では、プロジェ

クト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）と活動計画（Plan of Operations：

PO）の修正が承認された。この PDM/PO は今後承認される予定であるカンボジア国家

REDD+タスクフォースの多年度行動計画（multi-year work plan）の基礎となるものであり、

この多年度行動計画に沿って、UN-REDD、CAM-REDD、FCPF、米国国際開発庁（United States 

Agency for International Development：USAID）による森林及び生物多様性プロジェクト支援

/アジアの森林における排出削減プログラム（Supporting Forests and Biodiversity project on 

Lowering Emissions in Asia’s Forests：SFB/LEAF）等の REDD+支援枠組みが活動を進める予
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定である。 

 

１－２ 協力内容 

１－２－１ 実施体制 

本プロジェクトは 2011 年 6 月 1 日から 2016 年 5 月 31 日（5 年間）を協力期間とし、カ

ンボジア森林局職員〔カウンターパート（Counterpart：C/P）チーム〕と日本側の森林局

政策アドバイザーチーム（Technical Advisor to Director General of Forestry Administration：

TA/DG-FA）及び計測・報告・検証（Measurement, Reporting and Verification：MRV）/参照

排出レベル（Reference Emission Level：REL）技術支援チーム（JICA TA Team）により実

施運営されている。プロジェクトは、その他の REDD+支援枠組みとともに、カンボジア

政府関係省庁が共同実施する国家 REDD+プロセスを支援している。 

 

１－２－２ プロジェクトの国家 REDD+プロセスにおける位置づけ 

国家 REDD+プロセスはカンボジアの REDD+ Readiness（準備）に関するすべての要素

を網羅している。カンボジア REDD+ Readiness の計画段階ではさまざまな援助機関によ

る支援枠組みを通じた支援が表明されたが、カンボジア政府はそれらの活動の重複を避

けるための調整を行っている。2014 年 1 月 13 日の時点で、すべての支援枠組みは暫定

REDD+タスクフォース行動計画の 4 つの成果について合意しており、本プロジェクトは

これら 4 成果を PDM に反映している。 

 

１－２－３ プロジェクトの枠組み 

PDM 第 4 版（合同レビュー報告書 Annex2）に設定されている上位目標、プロジェクト

目標、及びプロジェクト成果は以下のとおりである。 

(1) 上位目標：REDD+実施の経験に基づき、気候変動の緩和策として持続可能な森林

経営が推進される。 

(2) プロジェクト目標：REDD+の戦略と政策の実施が円滑に行われるように関係者（ス

テークホルダー）の能力が強化される。 

(3) 成果： 

1)国家ロードマップに準じた REDD+の準備プロセス(REDD+ Readiness Process) と

関係者(ステークホルダー)の関与のための効果的な国レベルの管理体制構築を支

援する。 

2)国レベルの REDD+戦略策定と実施枠組みの整備を支援する。 

3)プロジェクトレベルと準国レベルの REDD+実施能力向上を支援する。 

4)森林炭素量のモニタリングシステムと参照レベル/参照排出レベル（RLs/RELs）の

設計と実施能力向上を支援する。 

それぞれの支援枠組みの 4 つの成果への貢献度合いは図１のとおりである。 
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成果 

主要支援枠組み 

UN-REDD CAM-REDD FCPF FAO’s 
TCP-NF
I1 

SFB/L
EAF 

日本大使

館 
コミュニティフォ

レストや保護林に

おける将来的 REDD
プロジェクト 

成果 1：制度構築 
√√ √ √ 

 
√

  

成果 2：戦略/政策 
√√ √ √√

 
√

  
成果 3：プロジェク

ト/準国レベルの進

展 
√ √√ √√

 
√ √√ √√ 

成果 4：MRV/REL/ 
温暖化ガスインベ

ントリー 
√√ √√ √ √√ √ √√ √ 

√√：主要な役割    √：補助的役割   (REDD+事務局長による発表資料より抜粋)   
図１ 国家 REDD+プロセスの４成果における REDD+主要支援枠組みの役割 

 

１－２－４ 投入（2013 年 12 月末現在） 

本プロジェクトの投入実績は以下のとおりである（それぞれの詳細は合同レビュー報

告書の Annex VI から Annex X を参照）。 

（1）日本側投入実績： 

日本側の主要な投入（専門家派遣、C/P の本邦研修、現地業務費執行）は予定どお

り実施された。 

専門家 

8 名の専門家が 5 分野（チーフアドバイザー、業務調整/コベネフ

ィット、森林リモートセンシング/地理情報システム（GIS）、森

林資源インベントリー、森林データベース）において派遣された。

投入された人月（MM）の総計は 2014 年 1 月において 118.13 MM
（Annex VI）。ただし、チーフアドバイザーの MM は政策アドバ

イザーと重複している（兼任のため）。  
C/P 本邦研修 8 名の研修員が本邦研修に参加した（Annex VII)。 

資機材供与 
2013 年 12 月までに日本側がカンボジアにおいて調達した供与機

材（建築資材やコンピューターなどを含む）の総額は 377,444US
ドル（約 37,744,400 円）（Annex VIII）。 

現地業務費 

2013 年 12 月までに、現地業務費（上記資機材供与費を含む）と

してプロジェクト予算から総額 814,108 US ドル（約 81,410,000
円）が支出された。また、政策アドバイザー（チーフアドバイザ

ーが兼務）の活動予算で本プロジェクトにも寄与した額が

474,103US ドルあり、合計 1,288,211 US ドル（約 128,800,000 円）

となった（Annex IX）。 

                                                        
1 FAO TCP-NFI：Food and Agriculture Organization Technical Cooperation Programme on National Forest Inventory 
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カンボジア側投入実績： 

C/P の配置 

2014 年 2月現在、合計 19 名のカンボジア側 C/P（森林局管理職

4 名、森林局技術系職員 11 名、水産局技術系職員 2 名、環境省

技術系職員 2 名）及び 3 名のプロジェクトスタッフが本邦研修を

受けた（Annex X）。  

ローカルコスト 予算配置なし 

施設の提供 森林局内執務室、光熱費、会議室、備品等 
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第２章 中間レビュー調査団の概要 

 

２－１ 調査の目的 

本調査は、JICA とカンボジア政府による合同レビューの形式をとり、2014 年 2 月に実施

された。目的は以下のとおりである。 

(1) プロジェクトの達成度を当初計画と比較し検証する。 

(2) 活動実施プロセスに影響した促進要因、阻害要因を確認する。 

(3) プロジェクトを評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の観

点から分析する（特に有効性と効率性）。 

(4) 活動の進捗状況や結果を現地において確認する。 

(5) プロジェクト終了時までにプロジェクト目標の達成と他関連プロジェクトへ適用し

得る教訓を取り出すために、必要な対応（PDM の修正を含む）を提言する。 

(6) 日本・カンボジア合同中間レビュー調査団による合同レビュー報告書を作成し、プ

ロジェクトの JCC において報告し、両国側がミニッツ（Minutes of Meeting：M/M）に

署名する。 

 

２－２評価調査団の構成 

２－２－１ 日本側 

氏名 担当業務 所属 

宮薗 浩樹 総括 JICA 国際協力専門員 

川原 総 森林政策/REDD+ 林野庁国際森林減少対策調整官 

平 知子 評価計画 JICA 地球環境部森林・自然環境保全第一課 

企画役 

瀧本 麻子 評価分析 日本工営（株）〔グローバル・リンク・マネジ

メント(株)〕 

 

２－２－２ カンボジア側 

氏名 担当業務 所属 

H.E. Than Sarath 総括 農林水産省森林局 総務・計画・経理部長 

Dr. Keo Omaliss  農林水産省森林局 野生生物・生物多様性部長

Dr. So Thea 農林水産省森林局 森林−野生動物開発研究所

副所長 

Mr. Khun Vathana 農林水産省森林局 REDD+タスクフォース事

務局長 
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２－３ 調査期間・日程 

2014 年 2 月 2 日～2014 年 2 月 21 日（20 日間） 

 
調査日程は以下のとおりである。 

2 月 2 日 日 
【コンサルタント】00:20 羽田→（バンコク経由）→09:00 プノンペ

ン 

2 月 3 日 
月 

08:30：JICA 事務所及び専門家との打合せ 

PM：専門家との打合せ（PDM & PO 等） 

2 月 4 日 

火 

11:00：プロジェクトマネージャーOmaliss 氏へのインタビュー 

14:00：国連食糧農業機関（FAO）（Taskforce 事務局）インタビュー 

15:00：UN-REDD（Taskforce 事務局）インタビュー 

16:00：Taskforce 事務局インタビュー 

2 月 5 日 
水 

08:30：水産局インタビュー 

14:15：環境省インタビュー 

2 月 6 日 
木 

10:00：コンサベーション・インターナショナル（CI）インタビュー

14:00：JICA カンボジア事務所打合せ 

2 月 7 日 

金 

09:00：野生動物保護協会（WCS)インタビュー 

10:30：JICA カンボジア事務所打合せ 

14:00：森林局（CF&ベネフィットシェアリング） 

2 月 8 日 土 10:00：環境省インタビュー 

2 月 9 日 日 資料整理、評価分析 

2 月 10 日 

月 

関係機関の訪問、情報収集 

合同レビュー調査報告書素案作成 

【官団員】10:35 成田→（香港経由）→17:40 プノンペン 

2 月 11 日 

火 

08:30-11:00：JICA 事務所及び専門家との打合せ(含評価分析団員から

の結果報告) 

14:30-15:30：合同レビュー調査団内打合せ（評価の進め方、スケジュ

ール等） 

16:00：森林局長表敬 

16:30：森林局次長 Ang 氏との打合せ 

17:30：Taskforce 事務局長 Vathana 氏との打合せ 

2 月 12 日 
水 

09:30-10:30：FACCC(合同レビューキックオフ会合) 

14:30-15:30：合同中間レビュー調査団員打合せ 

2 月 13 日 

木 

08:30：FAO 事務所代表表敬 

10:00：国連開発計画（UNDP）事務所代表表敬 

14:00：FA タスクフォース事務局ヒアリング 
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16:00：Technical Working Group 代表〔欧州連合（EU）〕表敬 

2 月 14 日 金 現場視察（プレイロング） 

2 月 15 日 土 現場視察（プレイロング） 

2 月 16 日 日 団内打合せ/資料整理 

2 月 17 日 

月 

AM：日本側調査団内打合せ 

11:00：UN-REDD Peter 氏との打合せ 

PM：合同レビュー報告書案作成 

17:30：MRV 関係者ヒアリング 

2 月 18 日 

火 

AM：合同レビュー調査報告書案作成 

PM：合同レビュー調査報告書案に係る合同中間レビュー調査団員と

の打合せ 

2 月 19 日 
水 

合同レビュー調査報告書案及び M/M 作成 

15:00：森林局次長との打合せ 

2 月 20 日 

木 

09:00：合同レビュー調査報告書署名 

09:30-11:00：FACCC(JCC）合同レビュー調査報告書及び M/M 署名 

16:00-17:30：大使館報告 

2 月 21 日 

金 

10:00-11:00：JICA 事務所報告 

【官団員】プノンペン→（香港経由）→ 

【コンサルタント】プノンペン→（バンコク経由）→ 

2 月 22 日 土 → 成田 

 

２－４ 中間レビュー調査方法 

本調査は以下の手順・方法により実施した。 

(1) 関係資料・書類を本プロジェクト関係者及び関係諸機関から収集する。 

(2) 日本人専門家、カンボジア森林局の主要関係者に面談を行う。 

(3) 本プロジェクトに関連する省庁（環境省、水産局）、及び関連プロジェクトやプログ

ラム（UN-REDD や CI 等の REDD+支援枠組み）などを訪問し、情報を収集する。 

(4) 収集されたデータ・情報を PDM（Annex II）及び PO（Annex III）に基づき分析する。  

(5) 本プロジェクトの達成度、実施プロセス等を評価 5 項目に基づき整理し、結果・改

善案・教訓等をまとめる。なお、JICA 評価ガイドラインにおける評価 5 項目の各定義

は以下のとおりである。 

(6) レビュー結果を合同レビュー委員会において共有・協議する。 

(7) 合同レビュー結果を関係者及び JCC 等で共有し、本プロジェクトの教訓に関して合

意する。 
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妥当性 プロジェクトの目指している効果（プロジェクト目標や上位目標）が

受益者のニーズに合致しているか、問題や課題の解決策として適切か、

相手国と日本側の政策との整合性はあるか、プロジェクトの戦略・ア

プローチは妥当か、公的資金である ODA で実施する必要があるかなど

といった「援助プロジェクトの正当性・必要性」を問う視点 
有効性 プロジェクトの実施により、本当に受益者もしくは社会への便益がも

たらされているのか（あるいはもたらされるのか）を問う視点 
効率性 主にプロジェクトのコスト及び効果の関係に着目し、資源が有効に活

用されていたか（あるいはされるか）を問う視点 
インパクト プロジェクトが実施によりもたらされる、より長期的、間接的効果や

波及効果を見る視点。予期しなかった正・負の効果・影響も含む 
持続性 援助が終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続しているか（あ

るいは持続の見込みはあるか）を問う視点 
出所：新 JICA 事業評価ガイドライン（2010 年 6 月） 

 

２－５ 主要面談者 

合同レビュー報告書の Annex I を参照のこと。 
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第３章 中間レビュー結果の概要 

３－１ 実績の確認 

4 つの成果を達成するために、本プロジェクトは 100 以上の詳細に分けられた活動を実施

している。PDM 第 4 版に沿って投入、活動、成果、プロジェクト目標、上位目標の進捗状

況が確認された。それぞれの活動の当初計画と現時点の進捗状況については合同レビュー

報告書 Annex III の PO-4 にまとめられている。 

 

３－１－１ プロジェクト目標の達成見込み 

現在、REDD+プロセスの実施体制や意思決定機関としての国家 REDD+タスクフォース

やその事務局が設立され、能力向上の過程にある。これらの仕組みの下で、政策・法制

度について協議のうえ策定されていく予定である。現存する政策・法制度の改訂につい

ても REDD+プロセスの実施体制が今後強化されるなかで協議されていく予定である。プ

ロジェクト計画段階ではプロジェクト目標を達成するために必要な政策/戦略が明確には

判明していなかったが、現在はほとんどの関係者がおのおのの足並みを揃えるための統

一した道標として、国家 REDD+戦略が必要であると考えている。そのためにはプロジェ

クト目標の指標は国家 REDD+戦略の策定に基づいたものに変更する必要があると判明し

た。 

 

３－１－２ 各成果の達成状況 

全体的には、成果 3 に係る活動はスケジュールどおり進行しているが、成果 1 と成果 2

に係る活動は当初計画から一部遅延しており、成果 4 に係る活動は、一部まだ開始されて

いないものや、限定的に実施されているものがある。 

本調査実施時における成果の達成状況は以下のとおりである。 

 

（1）成果 1 の達成状況 

成果 1：国家ロードマップに準じた REDD+の準備プロセス(REDD+ Readiness Process) と関

係者（ステークホルダー）の関与のための効果的な国レベルの管理体制構築を支援する。 
指標 1-1：関係省庁により構成
されるタスクフォース/事務
局/アドバイザリーグループ/
コンサルテーショングループ
が設置され、それぞれの TOR
が承認される。 

現況：おおむね達成  
タスクフォース事務局は 2012 年半ばに設置されたが、タ

スクフォース自体とコンサルテーショングループの設置に
はプロジェクト開始後およそ 2 年を要し、初回会合が行わ
れたのは 2013 年 9 月であった。タスクフォース設置とその
業務内容についての協議は、2013 年の年間を通して行われ
た。アドバイザリーグループに関しては、UN-REDD 
Programme Executive Board (PEB)がその役割を担うことがで
きるため、設置はされない見込みである。TA/DG-FA は暫定
タスクフォースの主要メンバーとして、暫定事務局を組織
し、事務局とタスクフォースの設置を支援した。 
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CAM-REDD の今後の計画： 
必要な支援の継続 

指標 1-2：REDD のウェブサイ
トが作成され、啓発活動計画
が開発される。 

現況: 多少の遅延あり 
Cambodia REDD+のウェブサイトはタスクフォース事務

局監修の下作成され（http://www.cambodia-redd.org/）、カン
ボジア国家 REDD+プロセス、さまざまな支援枠組み、関係
諸機関の情報やイベントスケジュールなどが掲載されてい
る。CAM-REDD もプロジェクト情報を当該ウェブサイトに
提供している。  
啓発活動に関しては REDD+広報グループが事務局の下に

発足し、ニーズ等について分析中である。事務局はタスク
フォースメンバーを対象とした啓発トレーニングも実施し
ており、2013 年にベトナムへのスタディツアーを実施した。
年間の広報活動計画については現在作成中である。  
CAM-REDD の今後の計画：  

上記ウェブサイトの CAM-REDD プロジェクト情報は
JICA カンボジア事務所のウェブサイト等と今後リンクし、
情報ネットワークを広げて行く予定である。 

指標 1-3：地域の広報ツールが
開発され、啓発イベントが実
施される。 

 

現況: 多少の遅延あり 
事務局によりニュースレターがこれまでに 2 回発行され

ており、TA/DG-FAもその作成に協力した（第 3号を準備中）。
コンサートなど、啓発目的のイベントも開催された。 
CAM-REDD の今後の計画：  

必要に応じて支援を継続 

成果 1 の主要部分は既に達成されており、残りの活動についても計画に基づき実施

されている。タスクフォース/事務局/コンサルテーショングループの設置はカンボジア

が国家 REDD+プロセスを進展させていく基盤となる重要な成果といえる。実施中の啓

発活動については事務局中心に引き続き実施されるが、CAM-REDD としての成果 1 に

関する活動はほぼ終了したといえる。 

 
（2）成果 2 の達成状況 

成果 2：国レベルの REDD+戦略策定と実施枠組の整備を支援する。 
指標 2-1：関係省庁の REDD+
戦略が作成される。 

現況：遅延している 
 森林局の初期 REDD+戦略は国家森林計画（NFP）のプロ
グラム 6 のなかで作成済みである。環境省の REDD+戦略は
UN-REDD、USAID の財政支援、及び TA/DG-FA の助言を
基に準備段階にある。水産局については現在まだ REDD+
に対する基本的な理解を深める段階のため、戦略の策定に
関する協議が進展していない。  
CAM-REDD の今後の計画：  
 全体的な国家 REDD+戦略の作成に支援の重点を置く一
方で、環境省への支援に早急なてこ入れを図る予定である。
環境省の REDD+戦略の草案を 2016 年中に完成させること
を目標とする。同時に、TA/DG-FA の水産局への支援を強
化し、REDD+戦略策定のための協議を始めることを予定し
ている。  

指標 2-2：タスクフォースが 現状: 開始されていない 
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REDD+プロジェクトのガイダ
ンスを策定する。 

CAM-REDD の今後の計画：  
 本指標は改訂を要する。  
 

指標 2-3：REDD+実施枠組みの
ための関連法規制が整備され
る。  

現況: 多少の遅延あり 
 森林局は TA/DG-FA の助言の下、REDD+実施に必要な法
規制について協議・検討しており、また野生生物と生物多
様性法案を作成中である。 
CAM-REDD の今後の計画：  
 本指標は改訂を要する。 

指標 2-4：REDD+ 戦略の戦略
的社会環境アセスメント 

現況: 多少の遅延あり 
 REDD+セーフガードに係る非公式のグループが政府職
員、事務局、UN-REDD、TA/DG-FA により結成された。本
グループは現在の国際/国内レベルの関係情報をまとめた
セーフガードの技術報告書の最終化に取り組んでいる。 
CAM-REDD の今後の計画：  
 本指標は改訂を要する。 

指標 2-5：科学的知識や研究結
果が REDD+実施運営に適用さ
れる。 

現況: ほぼ計画通り 
 森林局職員は TA/DG-FA の支援の下、REDD+の経理方法
など技術的問題に関し勉強を開始した。  
CAM-REDD の今後の計画：  
 本指標は改訂を要する。 

タスクフォースと事務局の設置が当初の計画から大幅に遅れたことから、成果 2 に

関する多くの活動は遅延を余儀なくされている。タスクフォースとその下に設置され

た REDD+に関する 4 つの技術グループ（コンサルテーションとセーフガード、利益分

配、REDD+プロジェクト、MRV/REL）の初回会合は 2014 年 1 月に開催されており、

今後は成果 2 の達成に向け、より高い頻度で開催されていく予定である。  

 国家 REDD+ロードマップが策定された当時は、関係者間でも国家 REDD+戦略に関

し、設計方法、構成要素、策定時期等について明確な合意がなく、本成果の指標が曖

昧なものになった。しかし、これら懸案事項は CAM-REDD がここまで 2 年半以上にわ

たり活動していくなかで、次第に明らかになっている。これを受け、プロジェクト終

了時に向けて、現在までの REDD+プロセスの状況・条件を反映した指標に改正してい

くことが必要である（詳細は「５章 提言」を参照）。 
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（3）成果 3 の達成状況 

成果 3：プロジェクトレベルと準国レベルの REDD+実施能力向上を支援する。 
指標 3-1：少なくとも 2 州が
REDD+戦略を計画・実施する
能力を有する。 

現況: ほぼ計画通り 
 政府内で REDD+実施に関わる省庁（森林局、水産局、環
境省等）や REDD+支援枠組み、そして REDD+パイロット
サイトにおける活動の種類はそれぞれ多種多様である。 
 TA/DG-FA は 3 つの REDD+パイロットプロジェクト、5
つの保護林、1 つの保全地域、1 つの浸水林、1 つのマング
ローブ林、及び保護林に移行中の 2 つの生産林の森林管理
活動を技術的、財政的に支援している。技術的支援は 
REDD+フィージビリティ・スタディ（F/S）の実施、自主
的な取り組みの炭素クレジット基準への登録支援などを含
み、財政的支援は森林官の活動に要する備品整備や政府職
員が現場に行くための旅費等を含む。 
CAM-REDD の今後の計画：  
 CAM-REDD は上記 13 のパイロットサイトの支援を、ボ
ランタリー・カーボン・スタンダード（VCS）の検証作業
の技術的支援、他 REDD+支援枠組みとの調整、3 主要省庁
の能力向上（特に REDD+プロジェクト技術チームのメンバ
ー）等の活動をとおして継続する予定である。試験的に、
パイロットサイトの 1 つをより大きな準国レベルの
REDD+実施サイトにしていくことも視野に入れている。 

CAM-REDD は 13 のパイロットサイトにおいて、REDD+実施者（政府省庁、NGO、

村落住民等）と協力しながら支援を行ってきた。一方で、これらのさまざまな森林管

理に関する活動（REDD+実施活動を含む）は、それぞれの最終目標が関係者間で広く

共有されていない部分があり、これが現在のあいまいな指標の原因となっている。 

気候変動枠組み条約（United Nations Framework Convention on Climate Change：

UNFCCC）第 19 回締約国会議（The nineteenth session of the Conference of the Parties：

COP19）における REDD+に関する決定や準国レベルでの活動に関する協議の進展を反

映し、成果 3 の指標は修正されることが望ましい。  

 

（4）成果 4 の達成状況 

成果4：森林炭素量のモニタリングシステムと参照レベル/参照排出レベル（RLs/RELs）の

設計と実施能力向上を支援する。 
指標 4-1：優先州において、
RLs/RELs が試算される。 

現況： 遅延している 
 RL/REL 開発の技術的協議は、2014 年 1 月に MRV/REL
の技術チームが関係省庁により設立されたことで、開始し
たばかりである。それ以前には JICA TA チームはカンボジ
アにおける REL の開発について現存するデータとシミュ
レーションプログラムを使ったワーキングペーパーを 2 つ
作成し、森林局に提出している。ワーキングペーパーの内
容は MRV/REL のワークショップでも紹介された。 
CAM-REDD の今後の計画：  
 JICA TA チームは森林局と共に、最初から国家 REL/RL
を開発するべきか、準国レベルで開始するべきかについて
の協議を行っていく予定である。 
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指標 4-2：国家森林被覆モニタ
リングシステムが開発される。 

現況: 多少の遅延あり 
 カンボジアの状況に適した森林被覆モニタリングを準備
するために、JICA TA チームは衛星画像、リモートセンシ
ング、GIS などの基礎研修を森林局や水産局の職員に実施
した（環境省への研修については実施計画を協議中）。同チ
ームは森林局職員がその他の REDD+支援枠組みから提供
された炭素インベントリーやモニタリング方法などについ
て実効性を判断するための技術的助言も行っている。 
CAM-REDD の今後の計画：  
 プロジェクト終了時までに初期の国家森林モニタリング
システムが設計され試行されることを目標とする。  

指標 4-3：排出・吸収ファクタ
ーを計算するための国家森林
インベントリーが設計される。 

現況： 遅延している 
 森林局から提供されたデータ・情報を基に、JICA TA チ
ームは現存する森林インベントリーデータや樹木の相対成
長式がどれくらい実際的な利用価値があるかについての分
析を行い、将来的な国家森林インベントリー（NFI）の計
画についてのワーキングペーパーを作成した。FAO も NFI
の設計に関して森林局を支援しており、JICA TA チームは
調査結果を FAO と共有し、森林局職員と今後の方針につい
て合同で協議を行っている。  
CAM-REDD の今後の計画：  
 JICA TA チームは森林局が提案を受けている NFI の設計
図に関し実用性や実行可能性を判断するための技術支援を
継続して行う予定である。  

指標 4-4：国家多目的 GIS のコ
ンセプトが設計される。 

現況： 遅延している 
 カンボジア政府は現存する地理データを政府省庁間、あ
るいは政府外の関係者とどのように共有するかについて検
討中であり、多目的 GIS の設計プロセスに関する協議は実
質的にはほとんど開始されていない。一方で、JICA TA チ
ームは森林局の担当職員に GIS 使用に関する基礎研修を実
施している。  
CAM-REDD の今後の計画：  
 JICA TA チームは森林局と共に地理データを有する関係
省庁とデータ共有に関する協議を行う予定である。もしデ
ータ共有が実現すれば、すべてのデータは 1 つの GIS デー
タベースに統合する。  

指標 4-5：暫定的な削減に関す
る登録システムが設計される。 

現状: 開始されていない 
CAM-REDD の今後の計画：  
 この活動は JICA TA チームの活動内容（業務実施契約）
に該当していないため、指標の変更が必要。  

指標 4-6：森林局/環境省/水産
局が UNFCCC への GHG 報告
に関する必要条件を理解する。 

現状: 開始されていない 

CAM-REDD の今後の計画：  
 PO にある本指標下の活動は実施されていないが、GHG
報告システム構築に関する基礎研修は指標 4-1 の活動のな
かで JICA TA チームにより、森林局職員に提供されている。
本指標は他指標と統合されることが望ましい。  

 

成果 4 に関する活動はタスクフォース下の MRV/REL 技術チーム設立の遅延により、

大幅な遅延を余儀なくされている。2014 年 1 月の当該技術チームの初回会合を受け、

今後 MRV/REL に関する協議の進行が早まることが期待されている。一方で、2013 年

11月のCOP19ではMRV/RELに関し主要な懸案事項について合意されたため、UNFCCC
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への報告の必要条件やスケジュールがかなり明確になった。これを受け、成果 4 の指

標の変更を現時点で行うことが望ましい。 

 

３－１－３ プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標：REDD+の戦略と政策の実施が円滑に行われるように関係者（ステーク

ホルダー）の能力が強化される。 
指標 1： 
REDD+活動実施を通して、必要
な政策・法制度が新規策定され
る。  

現状：REDD+プロセスの実施体制や意思決定機関として
の国家 REDD+タスクフォースやその事務局が設立され、
能力向上の過程にある。これらの仕組みの下で、政策・
法制度が協議され策定されていく予定である。  

指標 2：  
REDD+活動実施を通して、現存
の政策・法制度が改訂される。 

現状： 現存する政策・法制度の改訂についても REDD+
プロセスの実施体制が今後機能を向上する中で協議され
ていく予定である。  

プロジェクト計画段階ではプロジェクト目標を達成するために必要な政策/戦略が明

確には判明していなかったが、現在はほとんどの関係者がおのおのの足並みを揃えるた

めの統一した道標として、国家 REDD+戦略が必要であると考えている。そのためにはプ

ロジェクト目標の指標は国家 REDD+戦略の策定に基づいたものに変更する必要がある

（詳細は「５章 提言」を参照）。 

 

３－２ 5 項目による評価結果の要約 

３－２－１ 妥当性 

妥当性は高い。 

政策面では、REDD+推進はカンボジアの気候変動政策全体のなかでも主要なコンポ

ーネントである。また、国家 REDD+ロードマッププロセスは、複数の政府関係省庁の

合意の元に形成されており、プロジェクトはそのロードマップに準じている。したが

って、プロジェクトはカンボジアの国家政策や利益との関連性が高いといえる。また、

カンボジアは JICA の REDD+支援の重点国でもある。REDD+準備プロセスにはさまざ

まな種類の支援が必要であり、CAM-REDD は他の支援フレームワークと計画段階から

協議を重ね、森林局が REDD+実施のために必要な能力向上支援を的確に実施している。

現場レベルでは、多種多様な森林を有する 13 のパイロットサイトで、REDD+に必要な

活動の実施支援を行い、現場の能力向上及び経験の蓄積が進んでいる。現段階で、プ

ロジェクトが上位目標の達成に明確に貢献できるかどうかを判断するのは時期尚早だ

が、プロジェクトの活動はすでにカンボジアの REDD+プロセスの発展に貢献している

ことは間違いないといえる。 

 

３－２－２ 有効性 

有効性は比較的高い。 
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PDM の指標や活動の一部にはかなり曖昧なものがあり、プロジェクト終了時に達成

度を評価することが困難なため修正を必要とするが、プロジェクト目標の根幹である

「関係者の能力向上」は、これまでのプロジェクトの進捗状況と現在進行中の活動か

ら見て、達成される見込みが高い。プロジェクト前半期間が終了した時点で、活動の

一部には遅延が生じているが、TA/DG-FA チームや JICA TA チームはカンボジア政府の

REDD+実施の要となる人材のトレーニングに時間と労力を費やしており、REDD+実施

のための基盤は整いつつある。 

 

３－２－３ 効率性 

効率性は比較的高い 

組織的な整備（成果 1 の達成による）が遅延したため、プロジェクト活動の一部は修

正・変更を余儀なくされた。その意味で、遅延の原因自体は本プロジェクトがコント

ロールできるものではなかったが、プロジェクトの前半期間の支出が常に効率的であ

ったとは言い難い。一方、タスクフォース事務局と TA/DG-FA はさまざまな REDD+関

係者とそれぞれの活動に重複がなく、お互い補完しあうものになるよう、頻繁に協議

を重ねてきた。これらの対話は予算の効率的な執行に貢献しており、また、CAM-REDD

の予算配置は現場レベルの要求に迅速に応じる点で他の支援枠組みなどから評価をさ

れている。これは限られた予算の中で、本プロジェクトの国家 REDD+プロセスへの貢

献度を上げる意味で大変有効な方法である。また、他支援枠組みと同じロードマップ

の下で活動することにより、緊密な相乗効果が期待でき、それにより大きな目標が達

成出来るという意味でも効率性は高いといえる。 

 

３－２－４ インパクト 

インパクトは高い。 

タスクフォースとコンサルテーショングループが設立されたことにより、複数のス

テークホルダー（政府関係者、ドナー、NGO 等）が一同に会することができる場がつ

くられた。これはカンボジアの森林セクターにとって画期的な組織上の発展である。

これら会合に出席することが関係省庁の職員たちの意識改革につながり、REDD+とい

う新しいコンセプトをカンボジア政府全体が理解し、行動を起こしていくための重要

な場になっている。国際 REDD+交渉プロセスはまだ不透明な部分が残るものの（特に

資金メカニズム）、カンボジアの REDD+のプロセスは確実に進展しているといえる。 

 

３－２－５ 持続性 

予測するには時期尚早。 

プロジェクトの全体的な持続性は「予測するには時期尚早」と判断された。政策レ

ベルでは、タスクフォースの会合を通じて、REDD+のために必要な政策・法制度の開
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発が進行することが期待される。ただし、タスクフォース会合は現在まで、活発な活

動を開始していないため、今後の REDD+政策や政治レベルでの支援の持続性について

現時点では判断が難しい。主要な関係省庁（森林局、水産局、及び環境省）はそれぞ

れ国家 REDD+プロセス実施に意欲を見せており、組織的な支援は今後も持続すると考

えられる。しかし、人的配置については問題が残っている。財政的支援については、

今後少なくとも数年は、CAM-REDD やその他ドナーのコミットメントにより継続の保

証がされているが、それらの支援枠組みが 2016 年前後で終了した後に関しては、

REDD+資金メカニズムが国際的にあるいは二国間で設立されるか、またどのように設

立されるかによって状況が変わってくるとみられる。また、それら資金メカニズムが

カンボジアに適用され得るかにもよる。技術的持続性についてはまだ関係省庁への技

術研修を実施し始めた段階にあるため、今後の展望を判断することは難しい。しかし、

国際的に通用するレベルの MRV を実施し、RL/REL を設置するに十分な数の人材をカ

ンボジアで教育するには、かなりの年月を必要とする。技術面のキャパシティビルデ

ィングに必要な期間については成果 4 の活動がまだ本格的に開始していない現時点で

推定するのは非常に困難である。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

３－３－１ カンボジア政府のさまざまな支援枠組みを調整する当事者意識 

REDD+のポテンシャルが高い多くの国々ではさまざまなタイプの支援を国内外で受け

ているが、これらの支援は往々にして異なる目標を持っていたり、それぞれの活動が重

複、あるいは相反する結果を目指していることがある。カンボジア政府はこのような問

題を避けるべく、すべての支援枠組みを 1 つの包括的枠組み（国家 REDD+ロードマップ）

の下で調整してきた。この調整作業はかなりの労力を要するが、それゆえカンボジアで

はさまざまな支援枠組みが比較的円滑な協力体制を築いており、他の REDD+国に比べて

優位性が高いといえる。長期的には、この努力がさまざまな支援の有効活用につながっ

ていくと考えられる。 

 

３－３－２ 柔軟な仕組みと適切な予算配置 

本プロジェクトは、柔軟で適切な財政面の支援を行っているとして、カンボジア政府

と他支援枠組みより、高く評価されている。カンボジア側ではさまざまな REDD+支援が

展開されているが、それぞれの活動の間をつなぐ予算が不足する問題が常に存在してい

る。REDD+支援のプロジェクトやプログラムは予算支出に詳細なルールが適用されてい

ることが多く、不測の事態に対応するような予算配当が困難なことが多い。CAM-REDD 

は予算の柔軟性を出来る限り確保する努力をして、さまざまな支援枠組み同士のギャッ

プをつなぎ、効果的・効率的に全体の目標である国家 REDD+プロセスに貢献できるよう

働きかけている。 
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３－３－３ 着実なアプローチ 

本プロジェクト活動は計画段階では予期し得なかったさまざまな困難により遅延を余

儀なくされている部分がある。しかし、日本人専門家（TA/DG-FA チーム及び JICA TA チ

ーム）を含めた CAM-REDD のメンバーは関係者と根気よく協議を続け、活動の順序や項

目を変更するなど柔軟に解決策を模索している。遅延の理由の大半はプロジェクト側で

コントロールできないものの、プロジェクト自体の運営努力によって、多くの問題に対

応しているといえる。カンボジア側と日本側のプロジェクトメンバーの連携・協力体制

が堅固なことはカンボジア政府関係者やその他の支援枠組み関係者も認めるところであ

る。 

 

３－３－４ 堅実な技術支援 

本プロジェクトの重点の 1 つが成果 4（MRV/REL システムの開発）への貢献である。

この分野は非常に高度な技術が必要とされ、JICA TA チームは彼らの森林炭素モニタリン

グに関する GIS やリモートセンシングの豊富な知見を基に、森林局職員に着実な技術支

援を行っている。また、JICA TA チームは UN-REDD の当該技術支援チーム（FAO が担

当）とも密接に連携しながら活動を実施しており、森林局職員が成果 4 に関する活動で

実現可能な意思決定を行えるよう支援を続けている。 

 

３－３－５ NFP との強固な連携 

REDD+は有効な政策の上で初めて実施可能であり、カンボジアの場合、REDD+プロセ

スが NFP と関連づけられていることが極めて重要である。本プロジェクトのチーフアド

バイザーが森林局長への政策アドバイザー（TA/DG-FA）を兼務しているという現状は、

プロジェクトがカンボジアの森林セクター全体的な視点を持つことを可能にし、NFP と

の関係性を強化できる意味で極めて有効であるといえる。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

３－４－１ 政治的プロセスの遅延 

REDD+タスクフォースと事務局の設立は当初計画から大幅に遅延した。これは主にカ

ンボジア政府の政治的環境の不備や REDD+プロセスへの不十分な理解などから、すべて

の REDD+ Readiness に係る支援を受け入れる準備が整っていなかったためと判明した。

CAM-REDD は他の支援枠組みとともにこの根本的問題に対処し続けており、状況は 2013

年末の時点でかなりの改善が見られている。タスクフォースが今後活動を活発化してい

くなかで、政治面での能力向上も期待され、意思決定もより迅速に行われることが期待

されている。 
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３－４－２ 関係者間の連携の困難 

REDD+の関連分野は多岐にわたるため、関係者もさまざまである。基本的には森林セ

クターの問題であり、森林局が重要な役割を持つものの、それ以外にも主要な役割を持

つ省庁が複数存在する。しかし、すべての政府省庁が国家 REDD+ロードマップとそのタ

スクフォース/事務局について同じ見解を持っているわけではないうえに、ロードマップ

の正当性に関する法的な理解やその役割、REDD+における関心事項についても省庁ごと

に大きな違いがある。タスクフォースのメンバーは関係各省庁からの代表で構成されて

いるが、REDD+に関して不十分な、あるいは異なる理解が多くみられる。事務局のメン

バーでさえ、見解に相違が見られ、REDD+支援枠組みの一部からは事務局とのコミュニ

ケーションや連携が困難だという声があった。 

 

３－４－３ 人的資源と能力の不足 

もう 1 つの大きな阻害要因としては、カンボジア政府の人事管理の問題が挙げられる。

首都プノンペンの生活費は年々増加の一途を辿っている一方で、公務員の給与体系はま

ったくその変化に対応していない。結果として、公務員の給与で家族の生活費を賄うこ

とができず、ほとんどの職員が外部で別の仕事を持つことを余儀なくされている。これ

により、職員が本プロジェクトに配置されていても、REDD+プロセスに実際に従事でき

る彼らの時間や努力は非常に限られたものになってしまっている。この問題が解決され

ない限り、カンボジア政府側からの人的配置は不十分なままであり、職員の能力向上に

関する十分な活動の実施は困難である。 
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第４章 結論 

 

合同レビュー調査団は国家 REDD+プロセスが当初計画より遅延はあるものの、そのプロ

セス自体の進展に CAM-REDD が着実に貢献していることを確認した。REDD+準備プロセ

スとして、成果 1 の達成は意義深い進展であるといえる。また、成果 3 に資する活動とし

て、本プロジェクトがさまざまな現場での REDD+実証活動を支援する重要な役割を担って

いることは他ドナーがあまり支援していない領域であり、注目に値する。本プロジェクト

はまた、成果 2 と 4 の達成のための基盤整備にも貢献しており、今後活動が活発化するこ

とが期待される。  

合同レビュー調査団は統一された国家 REDD+ロードマッププロセスの下、他支援枠組み

と密接に協力して支援するという CAM-REDD の実施体制が、REDD+準備プロセスを支援

する上で効果的かつ効率的であるという結論に達した。しかしプロジェクト期間の半ばを

過ぎた現在、現行 PDM の活動と指標の一部は現実的なものではないことも判明した。国家

REDD+プロセスの進展や REDD+交渉、UNFCCC への締約国の報告義務などの環境の発展

をかんがみ、PDM の修正が必要である。それに伴いプロジェクトの関係者の役割と責任に

ついても再度定義する必要がある。 
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第５章 提言と教訓 

 

５－１ 提言 

合同レビュー調査団はプロジェクト終了時に向けて、以下の点についてカンボジア政府

及びプロジェクト関係者が検討及び対応するべきことを提言する。 

 

５－１－１ カンボジア政府への提言 

（1）国家 REDD+プロセスのためのカンボジア側の責任意識と運営能力の強化 

タスクフォースと事務局はそれぞれ REDD+活動を調整するための政府組織であ

るが、それらの役割と責任については事務局のスタッフ間ですら理解が広く行き

わたっていない。これにより関係者と多数の支援枠組みの連携に問題が生じたと

いう意見が見られた。タスクフォースと事務局の能力を更に強化するには、政府

のより強力なリーダーシップが不可欠である。これには関係各省庁がより円滑な

意思疎通を図ることや、REDD+に関して共通の認識を持つことなども含まれる。

特にタスクフォース会合は、今後より頻繁に開催されるべきであり（中心メンバ

ーによる非公式の会合を含む）、事務局はすべての支援枠組みとより密に協調して

いくべきである。 

（2）実証活動の相乗効果を最大化する 

REDD+準備段階で現場での REDD+活動の実施を通して経験を蓄積することは

非常に重要である。限られた予算のなかで本活動の成果を最大限に活用するには、

現場活動を実施している省庁がお互いの経験を共有し、全体としての目標を合同

で設定していくことが必要である。NGO などこれまでに協力しているパートナー

組織との更なる連携も図られていくべきである。 

（3）MRV/REL 関連の情報・データ管理の改善 

国際的な REDD+財政支援を受けるために必要な精度の MRV/REL メカニズムを

開発するには、データ管理の透明性と信頼性が非常に重要である。地理データの

管理及び共有は大変困難な課題だが、政府はこの問題の重要性を理解し、関係省

庁間の情報共有のためのメカニズム構築に関する協議を速やかに開始することが

望ましい。 

（4）カンボジア国家 REDD+戦略の開発 

国家 REDD+ロードマッププロセスの実施を通して有用な経験が蓄積され、

REDD+をカンボジアで推進するにあたっての重要な課題についても明確になって

きた。カンボジア政府が次のステップに進み、UNFCCC-COP での最新の決定事項

に準ずるためには、国家 REDD+戦略をロードマップの 4 つの成果を踏まえて策定

する必要がある。国家 REDD+戦略に含まれるべき要素として以下の項目が挙げら
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れる。 

1) 戦略の目的（具体的な目標を含むことが望ましい。「（例）20XX 年までに二酸

化炭素排出量（tons CO2)が計測されている。）」）   

2) 背景（例：カンボジア森林セクター概観、関係省庁、現行の法制度、目標値

を含む現存の計画/戦略、森林セクターの経済的・環境的重要性、森林減少と

劣化の要因に関する情報）  

3) 組織配置〔責任の所在と命令系統についての以下のすべての項目（セーフガ

ード、国家森林モニタリング、財政等）の情報を含む。〕  

4) 森林減少と劣化の要因に対処するための分析、政策、方策 

5) REDD+活動由来の排出削減と吸収の報告を作成するための国家森林モニタリ

ングシステム〔気候変動に関する政府間パネル（IPCC）Tier 12レベル以上〕  

6) 国家 MRV システム 

7) 国家森林 RL/REL 

8) セーフガードの情報を提供する国家システム 

9) 温暖化ガス排出量と吸収量を IPCC ガイドラインに基づき報告できる、品質管

理/品質保証の方法についても定められた国家システム 

10) REDD+支払い金の受領・分配のための国のファンド 

11) 国家利益分配システム 

12) 温暖化ガス排出削減ユニットの登録及び国家会計システム 

13) プロジェクト・準国レベルから国家レベルへ移行する進行過程 

14) 戦略を実施するための予算（戦略はそれを実施するためのアクションプラン

を伴う。例：明確な節目・コストを伴ったそれぞれの省庁の実行戦略等。将

来的には結果ベースの REDD+メカニズムから予算確保が見込めるが、当面、

前払いの支援が必要となる可能性がある。どのようにこの前払い予算の確保

を行うかについても考慮が必要。異なった資金繰りの方法が混在する場合、

結果ベースの財政支援を受けることができるような方向性を示す） 

 

（5）UNFCCC の決定に従った関係書類の提出 

UNFCCC-COP の決定事項によると、締約国は REDD+プロセスの進展を報告し、

将来的に結果ベースの支払いシステムに資格を有するために、隔年更新報告書

（Biennial Update Reports：BUR）を含むいくつかのレポートを提出しなければなら

ない。この必要条件を満たすためには、カンボジア政府がこれらのレポートの準備

を始めることが必要であり、そのなかには温暖化ガスの計測に加え、以下の項目を

加えるべきである。 

                                                        
2IPCC ガイドラインにおいては，国別の温室効果ガス排出量算定において各国のデータの準備状況に応じて 3 段階の方

法が提案されている。Tier 1 では IPCC ガイドラインにより提供される基本の排出係数（デフォルト値）や算定方法に

従って温室効果ガス排出量の算定を行う方法で、各国独自の実測データが十分にない場合でも適用することができる。 
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1) 森林減少、劣化の要因の評価、及びそれらに対応するための政策と方法論 

2) 環境・社会的セーフガードの現状 

3) 国家森林モニタリングのデザイン 

4) 国家（と準国家）REL/RL 

5) MRV 

6) 必要な財源 

 

５－１－２ プロジェクトへの提言 

（1）PDM 修正 

合同レビュー調査団は PDM 修正、特にプロジェクト終了時の評価のために指標

の修正が必要であることを提言する。現時点で修正が必要となった理由としては、

以下が挙げられる。 

1)カンボジア政府側に REDD+の主要な実施枠組みが設立された。  

2)国家 REDD+タスクフォースにおいて、初期の多年度ワークプラン採用される見

込みである。 

3)国家 REDD+戦略など現行の PDM では明記されていない主要な成果が明確化さ

れた。 

4)CAM-REDD の役割が明確化された。 

 

変更案は以下のとおりである。 

上位目標の指標： 

 森林減少率或いは／及び森林劣化率が低下する。 

プロジェクト目標の指標： 

i) 国家 REDD+戦略の中に記された必要な政策・施策が実行される。 

ii) 国家 REDD+戦略を推進するための省庁間の連携が政策レベルで強化される。 

成果 1 の指標： 

i) 国家タスクフォース、タスクフォース事務局、技術チーム、コンサルテーシ

ョングループが設置され、機能している。 
成果 2 の指標： 

i) 国家REDD+戦略が起草される。 

ii) セーフガードの国家ガイドラインが起草される。 

iii) 野生生物と生物多様性法の草案が大臣審議会に提出される。 

 
成果 3 の指標： 

i) 排出削減が少なくとも1つのプロジェクトで承認される。   
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ii) 準国レベルの定義（ランドスケープか州レベル）が終了し、本格的な活動3が

開始される。 

iii) CAM-REDDにより支援された全てのパイロットサイトの経験がまとめられ、

関係者に共有される。 

成果 4 の指標： 

i) 国家森林モニタリングシステム4が設計、実施される。 

ii) 初期 REL(s)/RL(s) が開発される。 

iii) IPCC Tier 1 より高いレベルで初期の計測が終了し、検証5のためのレポートが

用意される。 

（2）プロジェクトが蓄積した経験についての情報共有の強化 

合同レビュー調査団は他支援枠組みとともに活動する CAM-REDD の実施体制

を極めて効果的と認め、この経験を他国の REDD+支援枠組みを含め、カンボジア

国内外に広く共有することを推奨する。 

 

５－２ 教訓 

現在あるいは将来類似案件を実施する際に参考になると思われる、本プロジェクトから

得られた教訓は以下のとおりである。 

 

５－２－１ 相手国政府のオーナーシップと政府内外関係者間の調整の重要性 

REDD+は森林セクターのみならず、クロスセクトラルな取組みであることから関係す

る政府内外の機関間の調整が必須となる。また、REDD+のポテンシャルの高い国では、

関心を有する幅広い援助機関が支援を実施しているが、支援の目標、ターゲット、時期

等がさまざまであり、一方では、各々の活動が重複している場合も多い。そのため、政

府、NGO、ドナー等多様なステークホルダー共通のプラットフォームとなる REDD+に係

る政府戦略（国家 REDD+ロードマップ）を明確にし、関連する支援については、同プラ

ットフォームの下で調整を図ることにより、さまざまな支援枠組みが連携のうえ、効果

的な協力を実施することが可能となる。また、相互の協力体制を築くことができること

から、関係者間の情報共有が図られ、効率的な協力の実施にもつながるといえる。 

 

５－２－２ 国家森林政策との連携 

REDD+は有効な政策（NFP）として位置づけられることにより実施可能であり、同位

                                                        
3 REL/RL の開発、森林減少の要因の同定、モニタリングシステムの設置等 
4 国家森林モニタリングシステムとは 2011 年 3 月 13 日付けの"Cambodia Readiness Plan Proposal on REDD+” によると

「国家森林被覆査定と国家森林インベントリー」を指しているが、 その他の支援枠組みでは（例．

UNREDD/PB9/2012/IV/1）関係政策等も対象に含めたより幅広い意味のモニタリングシステムとして使用されているこ

ともある。 
5 カンボジア政府が最低限実施しなければいけない条件は、REDD+のために「森林」及び「土地利用図の判例」の再定

義を XXXX 年まで（暫定案として 2014 年 3 月）に実施すること。 
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置づけが極めて重要である。JICA の支援体制としても、政策全般の支援を担当している

政策アドバイザーと、同政策に位置づけられている REDD+を推進するためのプロジェク

トを担当するチーフアドバイザーが連携（兼務）することにより、森林セクター全体的

な視点を持ったプロジェクトの実施が可能となり、政策との関係性が強化され、現地ニ

ーズに即した柔軟な協力の展開が可能になるといえる。 

 

５－２－３ オールジャパンでの取組みの重要性 

カンボジアにおける REDD+については、JICA のみならず、外務省による無償資金協力、

日本の NGO、森林総合研究所など多くの日本の機関が支援を行っているところである。

それらの支援については、CAM-REDD のチーフアドバイザーが中心となって、円滑な実

施のための側面的サポートや必要な調整を行うことで、オールジャパンでの取組みが図

られやすい状況となっており、他国や類似案件にとっても参考となるものである。 
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第６章 所感 

６－１ 団長所感 

６－１－１ カンボジアにおける REDD+の進捗 

UNFCCC-COP13（バリ）以降、REDD+に対する国際支援が強化されているが、各途上

国における進捗状況は一様ではない。REDD+の取組みは一足飛びに進むものではなく段

階的なアプローチ（キャパシティビルディング、試行、完全実施等）が必要であるが、

国によっては全体的な方向性を欠いたままドナー主導で個々の活動が散発的に行われて

いるケースも間々見受けられる。 

そのようななか、カンボジアは REDD+ロードマップという共通のプラットフォームの

下、JICA（CAM-REDD）、UN-REDD、FCPF 等関連ドナーが協調して政府の取組みを支援

しているところが大きな特徴であり、いろいろな課題はあるものの着実な進展をみせて

いる。一方で、国内の実施体制に関してはいまだ極めて脆弱で、CAM-REDD、FCPF の支

援が終了する 2016 年段階（UN-REDD は 2014 年で終了予定）でカンボジア政府がどこま

で体制整備を図れるかは大きなチャレンジであるが、今回の調査を通じてカンボジア側

自身も今後2年から3年が正念場であることを自覚していることは感じられたところであ

る。 

 

６－１－２ 日本の貢献 

カンボジアの REDD+に対する支援としては CAM-REDD だけでなく、平成 21 年度 2 次

補正による環境プログラム無償（外務省実施分でカンボジアは 9 億円）の効果は大きい。

特に環境プログラム無償による資機材の供与や施設建設（違法伐採対策等のためのパト

ロール拠点となるレンジャーステーション）は CAM-REDD の成果 3 の REDD+デモンス

トレーション活動支援、成果 4 の森林情報整備に不可欠なものであり、両事業の連携によ

る相乗効果が見受けられる。 

その他、二国間オフセット・クレジット制度（Joint Crediting Mechanism：JCM）に関し

ては経済産業省・環境省支援による日本の民間事業者による実証調査が行われたところ

であるが、これまでの日本国内での議論を見る限り JCM における REDD+の扱いは不明確

なままである（エネルギー特別会計を活用することから化石燃料由来の排出削減を優先）。 

 

６－１－３ 専門家の配置 

気候変動対策は国の開発戦略と密接に結びついており、特に REDD+は森林・土地利用

計画を含むクロスセクトラルな取組みであることから政策的な部分のフォローが不可欠

である。そのようなねらいから個別派遣専門家である政策アドバイザーが CAM-REDD の

チーフアドバイザーを兼任しているところであるが、それにより森林局長を含む幹部と

の意思疎通がスムーズに図られ、CAM-REDD の各活動が比較的順調に進んでいる大きな
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要因の一つとなっている。 

 

６－１－４ 他ドナーとの連携 

REDD+に関しては各ドナー間の支援競争的な部分があることは否めない。一方で、前

述したように、カンボジアは REDD+ロードマップという共通のプラットフォームの下、

JICA(CAM-REDD)、UN-REDD、FCPF 等関連ドナーが協調して政府の取組みを支援して

いる。なお、日本政府は、UN-REDD、FCPF にも拠出しているところである。 

UN-REDD の支援は 2014 年末で終了予定であり、その後は CAM-REDD（2016 年 5 月終

了）及び FCPF（2016 年 12 月終了）が中心となって支援していく構図となるが、各活動

の実施に当たっては資金面含む効果的・効率的な役割分担とともに、更なる連携強化を

図ることでカンボジアにおける REDD+支援がわが国のバイ・マルチ連携の好事例となる

ことを期待したい。 

 

６－１－５ プロジェクト後半に向けて 

今般の調査においては、これまでの取組みのレビューと共に、今後残された約 2 年半で

成すべきことの明確化を図ったところである。UNFCCC の下の国際交渉では「途上国が

更なる排出削減を行うなら先進国は支援を行う用意がある。」との構図の中で 2015 年の

UNFCCC-COP21（パリ）において次期枠組みについて決定予定であり、今後 2 年間は先

進国・途上国双方にとって極めて重要な期間となる。特に、途上国にとっては、資金提

供を受ける前提となる温室効果ガスインベントリーを含む各種報告体制の整備が急務で

あり、CAM-REDD もその部分への支援を重点分野の一つとして取組みを行っていくこと

が肝要である。 

 

６－２ 川原団員所感（森林政策/REDD+） 

全体的に、今般の調査を通じて、林野庁の REDD+担当職員として、REDD+プロジェクト

を総合的に推進する本プロジェクトの意義を強く感じたところである。 

 

６－２－１ 成果 1、2 について 

本成果は、UN-REDD がメインの支援を担い、CAM-REDD は補助的な支援との位置づ

けではあるものの、実際のところチーフアドバイザーがカンボジア側関係者（野生動物・

生物多様性部長～REDD+担当者）や他のドナー等と緊密に連絡をとっている状況を 2 週

間の出張期間中日々目にしたところである。他のドナーとの連携はそれぞれの機関の思

惑が複雑に絡み合うなかで、その交通整理は想像以上に難しいものと推察されるが、チ

ーフアドバーザーを中心とした関係者のフォローがプロジェクトの推進に貢献している。 
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６－２－２ 成果 3 について 

非常に重要かつ興味深い取り組みが行われていると考える。プレイロング地域を視察

したが、コンセッションによる土地開発等が迫りくるなかで、バウンダリーの設置や違

法伐採の取り締まりを行うなど、着実な成果が挙げられていた。特に違法伐採について

は森林劣化のドライバーとして対処が不可欠である一方で、地域住民にとっては背に腹

代えられぬ行為でもあり対処が難しいところである。カンポトム州森林局や森林管理署

等複数の箇所では黒檀等の材に始まり、大量の大型トラックや乗用車、更には材の輸送

に使用された救急車の押収が確認された。問題の根深さを改めて認識しつつも、同時に

森林局の方々の熱意が伝わってきたところであり、これもまた本プロジェクトのもたら

した成果といえる。 

また、本プロジェクト下で支援対象となっている 13 プロジェクトのうち、セイマにお

いては VCS において verification（検証）まで終了、クレジットの発行に至っており、ま

た他の 1 カ所（Oddar Meanchey CF）でも有効化審査が行われていることは注目に値する。

VCS における REDD+プロジェクトは、農業・森林・その他の土地利用（Agriculture, Forestry 

and Other Land Use：AFOLU）というプロジェクトスコープに属するが、AFOLU のプロジ

ェクト自体が 30 程度しかなく、そのうち REDD+関連プロジェクトとなるとさらに件数は

少ない。しかもその多くはアフリカや中南米が中心であり、アジアでは非常に珍しく、

先駆的事例である。 

加えて、カンボジアとは近い将来 JCM において署名の可能性があると期待している。

REDD+は森林資源の状況等から考えると二国間オフセット・クレジット制度（Joint 

Crediting Mechanism：JCM）署名国のすべて実施できるわけではないが、相手国の要望が

あれば実施することとしており、カンボジアについても REDD+実施が見込まれる国とし

て注目をしているところである。カンボジアは国土面積がそれほど大きくないこと、ま

た上述のように 13 ものサイトで CAM-REDD による支援が行われているなど、国・準国

レベルでのプロジェクト実施が期待できる点が大きい。その意味からも成果 3 に向けた

取組みは重要な位置づけであると考えている。 

 

６－２－３ 成果 4 について 

コンサルタントチームが衛星画像を使用したモニタリング技術や NFI の支援を行って

いる。コンサルタントの業務では、REDD+の概念上重要となる REL について他のドナー

も交え議論・検討を重ね、勘案するデータについて、3 時点では少ないとして 4 時点のデ

ータを参照することするなど技術的に追求しており、UNFCCC 枠組み下での取組みを想

定する形で進められるなど、興味深い。 

MRV チームにおける業務風景を拝見したが、同チームについても例に漏れずその人員

には限りがあり、また他の業務との兼ね合いから CAM-REDD に対して職員が従事する時

間も限られているなかで、コンサルタントからはチームに配慮しつつもきめ細かい指導
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が行われていた。 

この点、FAO がカンボジア政府に対して支援を行った NFI の設計について、その成果

が FAO の求める理想型であり、森林局の身の丈にあった技術指針とはいいがたい部分が

あったことから、コンサルタント専門家が担当者等と作業を続け、これまで複数回 MRV

チームに対し提案を行っている。また、カンボジア政府の中で森林の定義があいまいで

あることもあり、コンサルタント専門家にとっては日々目に見えないさまざまな苦労が

あろうと思料する。 

森林局長が REDD+はカンボジアの森林減少・劣化を防ぐ最後の機会かもしれないと言

われていた。少なくとも森林局幹部は現状について危機感を抱いていることはうかがえ

た。この点、CAM-REDD プロジェクトは、カンボジア側からみても最高のパートナーで

はないかと考える。過去の歴史も手伝い、カンボジア政府は決して人材が豊富ではない

というハンディがあるなかで、着実に成果を積み上げている。今後本プロジェクトが順

調に進められることを REDD+担当者として期待する。 
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